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《判例研究≫
ファイル共有ソフトを用いて映画のデータをダウンロード
可能にする行為と送信可能化権侵害罪
岡　田　好　史
(著作権法違反被告事件､平成15 (わ) 2018号､平16･ ll ･30刑二部判決､有
罪(確定)､判例時報1879号153頁)
【事実の概要】
被告人は､ファイル共有ソフトWinnyを使用することで､廃盤になっていた
DVDソフトを手に入れることができたことから､自己も同じように所持してい
る映画等の情報をアップロードして､他の利用者に捷供しようなどと考え､自己
がアップロードする映画のタイトル等を記載するための掲示板を立ち上げ､映画
等のDVDのデータ形式を変換したり容量を圧縮したりするなどの操作を加えな
がら､そのファイルデータをアップ･フォルダ内に保存し､ Winnyを起動して､
映画等のデータのアップロードを繰り返すようになった｡
Winnyとは､ WinMXというファイル共有ソフトを使用していた者が検挙され
たことを知ったAが､より匿名性の高いソフトを開発しようなどと考えて開発し
た､特定のサーバに依存することなくファイルの共有ができる､パーソナル･コ
ンピュータ(以下､パソコン)用のソフトの名称である｡
Winnyの具体的な機能､動作等については､必ずしもその総てが明らかになっ
ているとはいえないものの､概略次のように理解することができる｡
Winnyを利用してデータを送受信する際には､ノード情報と呼ばれるI Pアド
レスとポート番号を暗号化した情報を利用して､既にWinnyネットワークに参加
している他のパソコンと接続し､これにより自らのパソコンをWinnyネットワー
クに接続させ､データの送受信を行う｡その際､送受信を行うパソコン同士が直
接接続される場合もあれば､ Winnyを利用している他のパソコンを中継点とし､
これを介して､データの送受信が行われる場合もあり､そのいずれの形態で送受
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信が行われているかは判別できない仕組みとなっている｡
Winnyネットワーク上のパソコンのアップ･フォルダ内にアップロードされた
ファイルについては､同ネットワークに参加している総てのパソコンと共有され
た状態となる｡すなわち､当該ファイルについて,暗号化されたその情報のリス
トが作成され､その7)ストの検索により当該ファイルの存在を知った者が､別の
パソコンからダウンロードを要求すると､キャッシュ化されたデータが自動的に
送信され､暗号化された状態で同パソコンのキャッシュフォルダ内に保存されて
いき､ダウンロードが完了した時点で､当該ファイルが同パソコンのダウンロー
ドフォルダ内に復元される｡ダウンロードする際に､暗号化された状態でキャッ
シュフォルダ内に保存されたデータは､ダウンロードが完了し当該ファイルがダ
ウンロードフォルダ内に復元された後も､なおキャッシュフォルダ内にそのまま
保存され､その結果､同パソコンからも当該ファイルがアップロードされている
のと全く同じ状態となる｡また､当該ファイルの送受信がWinnyネットワーク上
の他のパソコンを間に介在させて行われる場合には､中継点となったパソコンの
キャッシュフォルダ内にも当該ファイルの暗号化されたデータが保存されること
となるため､同パソコンからも当該ファイルがアップロードされているのと全く
同じ状態となる｡当該ファイルをダウンロードするパソコンの側からは､当該フ
ァイルが最初にアップロードされたパソコンからデータのダウンロードが行われ
ているのか､あるいは､その他のパソコンのキャッシュフォルダ内に上記のよう
にして保存されたデータがダウンロードされているのかは､判別のつかない仕組
みとなっている｡なお､ Winnyには掲示板機能も備わっており､ Winnyの利用者
は､これを利用して様々な情報を記載することができる｡
被告人は､平成15年9月24日から25日までの間､被告人万において､ ｢X｣と
｢Y｣の2本の映画の情報が記録されているハードディスクと接続したパソコン
を用いて､インターネットに接続された状態の下､アップ･フォルダに上記各映
画の情報が入ったWinnyを起動させ､同パソコンにアクセスする不特定多数のイ
ンターネット利用者に上記映画の情報を自動公衆送信し得るようにした｡
｢Ⅹ｣はB社が､ ｢Y｣はC社がそれぞれ著作権を有する映画の著作物であり､
それぞれ氏名不詳者を被告訴人として､本件各送信可能化権侵害にかかる告訴が
なされた｡
以上の事実に基づき､弁護人は､多岐にわたる主張を行って犯罪の成立を争っ
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たが､送信可能化権に関連するものについて列挙すると､概ね以下のとおりであ
る｡
Cl)被告人の送信行為の相手方は特定の1名であり､直接公衆に対して行った
送信ではないから､被告人の行為について著作権法所定の送信可能化権侵害罪は
成立しない｡
(i)被告人は､ Winnyとは間接送信を行うプログラムであると信じていたので
あるから､送信可能化権侵害罪の故意を有していない｡
③　著作権法上､ ｢情報｣等の文言について､その定義が明らかであるとはい
えず､かかる文言を前提とした著作権侵害罪は､表現の自由に対する漠然不明確
な規制であり､かつ過度に広汎な規制であるというべきである｡
④　インターネット上で行われる通信には､複数の電気通信事業者が介在して
おり､また､ Winnyは､他人を介しで情報を伝達するプログラムであるから､そ
れを利用した被告人の行為は､間接送信にはかならず､送信可能化権侵害罪の構
成要件に該当しない｡
⑤　送信可能化権侵害罪は､中央のサーバを介して情報が発信されることを予
定した構成要件であるから､ P2Pの形態で行われる通信については､その適用
の対象外というべきである｡
⑥　暗号化され断片化された個々のファイルそのものからは､元の情報を再生
できないのであるから､このような形態で送信した情報は､映画の著作物として
保護されるものではない｡
⑦　本件における送信可能化権侵害罪の正犯者は､ Winnyの開発者であるAで
あり､被告人は､従犯であるに過ぎない｡
橿) winnyは､独りでに起動して､その保有者の意思に関係なく､送信可能化
や公衆送信をする機能を有するプログラムであり､本件において､被告人が送信
可能化したとされる日時においても､Winnyが勝手に送信可能化をしたに過ぎず､
そもそも処罰の対象となる被告人の行為はない｡
(i9:)送信可能化権侵害罪は､ ｢公衆によって直接受信されることを目的として｣
という目的を構成要件とする削勺犯であるところ､被告人は､ Winnyの動作につ
いて､情報を間接的に送信するものであるなどというインターネット上での説明
から得た程度の知識しか有しておらず､直接送信するという目的に欠けるから､
送信可能化権侵害罪は成立しない｡
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【判旨】
京都地裁は､被告人を懲役1年に処し､執行猶予3年とした｡
①について
｢被告人は､自己のパソコンを､初期ノードを設定した1個のパソコンに接続
し､それを介してWinnyネットワークに接続していたものである｡しかし､
Winnyネットワークに一旦接続されてしまえば､これに参加している不特定多数
のパソコンとの間での情報のやり取りが可能となり､ファイルを共有する状態と
なるものであることは､明らかである｡そして､当初設定された初期ノードにか
かるパソコンは､単にWinnyネットワークに通ずる一つの通過点となるに過ぎず､
そこには､同パソコンの使用者の意思等が何ら介在しないであるから､被告人の
本件行為が､不特定かつ多数の公衆に対する直接の送信を可能化するものと評価
されることは明らかである｡｣
(彰について
｢winnyネットワーク内における情報の送受信においては､これをアップロー
ドした者とは異なる三者が使用する複数のパソコンを経由して､その受信者とな
る者のパソコンに当該情報がダウンロードされるということもあり得る｡
しかし､そのような場合であっても､上記の経由点となる三者は､当該情報を
ダウンロードしようとする受信者の送信要求を受けて､これに応じるなど､いか
なる意識的な行為もすることがなく､そもそも､当該情報がダウンロードされる
際､自己のパソコンを経由したことすら認識することはないのである｡このよう
に､上記三者は､ Winnyを自己のパソコンにインストールするか､ Winnyを起動
するかという場面においては意識的に行動しているけれども､ Winnyを利用して
情報をダウンロードしようとした者が､その送信要求をしたのに応じて､これを
アップロードしているパソコンからデータが送信されるに際し､その送受信が自
己のパソコンを経由する場面においては､何ら自己の意思に基づいて行動するこ
とはないのであるから､有意識的に当該情報を中継しているなどとは到底評価す
ることはできない｡
したがって､ Winnyネットワーク内における情報の送受信において､その送受
信の過程で三者のパソコンを経由することがあったとしても､それは､単なる通
路ともいうべき存在に過ぎないのであって､この点をもって､被告人のパソコン
から他のパソコン-の情報の送信が､間接送信であるなどと評価することはでき
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ない｡
また､ --･電気通信事業者は､通信の媒介を行うものとして通信に不可欠の役
割を担うものであり､その存在をもってインターネットを利用した通信の総てが
間接的なものであるなどとの解釈をとり得る余地がないことは､関連の法解釈及
び社会常識等に照らし､余りにも当然というべきである｡｣
(釧こついて
｢送受信の過程で､データが暗号化され､断片化されることがあったとしても､
送受信が完了した時点で､受信者の側において､当初アップロードされたファイ
ルがそのままの状態で復元されるのであるから､当初アップロードされたファイ
ルとダウンロードされたファイルとの間に何ら同一性を損なうものではない｡｣
②および(釦こついて
｢Winnyネットワーク上における情報の送受信が､間接送信ではなく､直接送
信として評価されるものであることは既に説示したとおりである｡そして､被告
人は､他のWinnyの利用者がダウンロードすることができるようにするため､映
画の情報をアップロードしていたというのであるから､上記のようなファイル共
有ソフトとしてのWinnyの機能を十分認識し､これを使用していたといえるので
あり､具体的なWinnyの動作やデータの送信経路等に関する詳細な知識を持ち合
わせていなかったとしても､映画の情報を送信可能化することについての認識に
欠けるところはなく､直接送信か間接送信かということを意識していた梯子もな
い｡したがって､被告人が､送信可能化権侵害罪の故意を有していたことに疑い
を差し挟む余地はない｡｣
⑧について
｢被告人は､ Winnyを起動して本件各映画の情報をアップロードすれば､
Winnyネットワーク上の他の利用者からのダウンロード要求に応じて､それが自
動的に送信される状態となることを認識した上で､かかるアップロードの行為に
及んでいるのであるから､それが､被告人の意思に基づく行為として評価され､
帰責の対象となることは明らかである｡｣
⑤について
｢著作権法にいう｢自動公衆送信装置｣とは､サーバやホストコンピュータに
限られるものではなく､およそ公衆からの求めに応じて自動的にそこに入力され
ている映像､音響､文字等を送信するものをいうのであるから､たとえ個人が所
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有するパソコンであっても､そこに存在するソフトの動作等により上記のような
機能を有しているのであれば､ ｢自動公衆送信装置｣に該当する｡そして､
Winnyは､そのネットワーク内でダウンロードが要求されれば､自動的に目的の
ファイルを送信する機能を有するプログラムソフトであるから､これをダウンロ
ードして使用していた被告人のパソコンが｢自動公衆送信装置｣に該当すること
は明らかである｡｣
(彰について
｢およそ法令一般において､そこで使用されるあらゆる文言について逐一-定義
規定を要するものでないことはいうまでもない｡そして､ --- ｢情報｣という文
言についても､たしかに､弁護人が主張するように多義的な文言ではあるけれど
も､当該著作物の形状､性質､状態､種類及び送信する際に使用する機械の性質､
種類等に照らせば､著作権法の条文で使用されている｢情報｣という文言が意味
するところは､自ら明らかとなるのであり､漠然不明確であるとはいえない｡
また､ --･著作権法上､いかなる場合に著作権侵害行為として処罰されるかは､
その個々の条文において明確に規定されている｡たしかに､その個別具体的な侵
害態様については､種々様々な場合があろうけれども､それらの侵害態様につい
てまで逐一明記しておかなければならないものでないことはいうまでもない｡著
作権侵害罪を定める著作権法の規定が､いかなる行為をその処罰の対象とするか
について､他の刑罰法令と同様に､通常の判断能力を有する一般人であれば理解
し得る程度の明確性を備えていることは､明らかというべきである｡｣
⑦について
｢被告人は､自らが購入したDVDを使用して､各映画の情報をアップロードし､
送信可能化したものであり､ Winnyの他の利周者が各映画の情報をダウンロード
できるよう､これを按供しようとする自己の意思を実現するために､被告人自ら
がその実行行為を行っているのであるから､被告人が本件の正犯であることは明
らかである｡｣
【研究】
1　本件は､被告人が､ 2本の映画の情報が記録されているハードディスクと接
続したパソコンを用いて､インターネットに接続された状態の下､ Winnyという
())
P2P (peer to peer)方式によるファイル共有ソフトを起動させ､同パソコンに
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アクセスする不特定多数のインターネット利用者に上記映画の情報を自動公衆送
信し得るようにし､上記各映画の著作権者が有する著作物の公衆送信権および送
信可能化権を侵害したという事案である｡
従来､この種の著作権法違反事件としては､コンピュータ･ソフト等を違法に
複製した海賊版の販売等が摘発されることが多かったが､近時においては､コン
ピュータの高性能化･低価格化や､インターネットにおける､いわゆるブロード
バンド回線の普及等に伴って､コンピュータ･ネットワークを利用した著作権侵
害行為が問題となっている｡ファイル共有ソフトが登場して以来､ P2Pで直接
データ共有を行うことで､サーバ負荷を気にすることなく簡便に電子ファイルを
交換することが可能となる等､ユーザにとって利便性の向上が図られるようにな
(2)
ったが､それは同時にネットワーク上での著作権侵害ファイルの流通の問題を引
き起こすようになった｡
本件は､刑事事件として､海賊版ソフトをインターネットに接続したパソコン
を用いて不特定のインターネット･ユーザに送信し得る状態にする行為自体が著
作権侵害行為に当たるとの判断を下したものである｡また､この種の事案に関し
I.jl
公刊された初めてのものであると思われ､事例判決として意義を有している｡
2(1)著作物の送信は､旧法においては放送権しか認められていなかったが､現
行法制定時には､新たに有線放送権が承認されるにいたった｡その後､オンライ
ン･データベースやビデオテックス等のように利用者の個別の要求に応じて著作
物を送信する有線情報伝達手段の普及が進んできたことで､このような形態の情
報伝達に対応するために1986年に法改正がなされ､公衆に対する有線通信を包括
的に表すものとして､有線放送の上位に有線送信という概念を導入し,有線放送
権は有線送信権と改められた｡
コンピュータの出現と､それにともなう通信技術の発展､経済社会への浸透､
特に1990年代半ば以降のインターネットの広範な普及･発展は､情報のデジタル
化を急速に進め､流通量を飛躍的に増大させた｡今日､インターネットの利用形
態も多様化し､日常生活や事業活動に欠かせない存在になりつつある｡それにと
もない著作物の利用形態や､著作物の送信手段も多様化･複雑化し､有線と無線
の区別を維持する意味合いも薄れたため､ 1997年の法改正によりインタラクティ
ブ送信を把捉するとともに概念を整理し､有線送信権は､公衆送信権(23条)と
いう権利に再構成されるにいたった｡この公衆送信権は､ 1996年のWIPO著作権
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条約8条が､有線･無線問わずインタラクティブ送信による公衆-の伝達に対す
る排他権を設けることを締約国の義務としたことから､これを踏まえて設けられ
たものである｡
(2)コンピュータ･ネットワークの世界的規模での普及によって､コンピュー
タ同士が直接接続されるようになり､著作権者にとって自己の著作物がいつ､ど
こから､どのように送信がなされたかを立証することが困難になったことから､
WIPO著作権条約8条は､インターネットに接続したサーバに電磁的記録化され
た著作物をアップロードするような場合においては､公衆からのアクセスがなさ
れていなくても､送信が行われる前の段階､すなわち公衆に利用可能な状態に置
かれた時点で著作者の権利が働くとした｡ 1997年の法改正は､これを受けて､自
動公衆送信の場合には､送信可能化行為も公衆送信権に含まれる(2条1項9号
の5)ものとして､送信の準備段階を規制するにいたった｡この送信可能化権は､
公衆からの求めに応じて自動的に行われるインタラクティブ送信一般に及び､コ
ンピュータ･ネットワーク全般に適用される｡
(.'う)弁護人は､本件における正犯は､ Winnyの開発者であるAであり､被告人
は､従犯である旨の主張もしている｡確かに､ハイブリッド型ファイル共有サー
ビスの場合､サービスの提供者の支配･管理の点から著作権侵害行為の主体と認
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められる場合はありうるし､ピュア型の場合には､利用形態が問題となるであろ
う｡ファイル共有ソフトがほとんど違法ファイルの共有に利用されているのであ
r5)
れば､開発者に侵害行為の結果に対する責任を追及する余地はあろう｡しかし､
そのことは､利用者による行為が著作権侵害に当たることを否定するものではな
い｡
｢送信可能化｣状態とは､ネットワークにすでに接続されている自動公衆送信
装置に情報を記録･入力する(2条1項9号の5イ)か､すでに情報が記録･入
力されている自動公衆送信装置をネットワークに接続する(2条1項9号の5ロ)
行為が行われることをさし､公衆からの求めに応じ自動的に公衆送信しうる状態
が作出されているのであれば､そのような状態を禁止する権利を著作権者に認め
ている｡ファイル共有ソフトを利用してユーザが､自己のパソコンに他人の著作
物を複製したファイルをハードディスクに蔵置した状態でネットワークに接続す
る行為は､ファイル共有ソフトのネットワークに参加している不特定のユーザと
の間でのデータのやり取りを可能とするものであるから､インタラクティブ送信
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の一つに該当し､権利者に無断で行っている以上､自動公衆送信穐および送信可
能化権の侵害となろう｡被告人自らが実行行為を行っているとして､正犯である
とした判断は正当である｡被害人の行為は､著作物の｢送信可能化｣行為に典型
的に該当するものの一一一つといってよいであろう｡
3　P2P技術は､情報交換やコミュニケーション活動に変革をもたらし､さま
ざまな分野における利用可能性を持つことから､権利者はある程度の受忍をすべ
H))
きであるという見解や､ファイル交換に関しては､現状は経済厚生をむしろ向上
させており､禁止すべきではなく､否定的な対応は､再考すべきであるという見
(7)
解もある｡知的財産権保護が国内外における社会的課題ともなっている中､ P2
P技術を使ったファイル共有が世間の耳目を集めるのは､著作権法違反の範囲が
はるかに大きく､とりわけピュア型の場合には､違法なデータがやり取りされて
いても監視や規制を行なうことが難しいという特徴を持つためであろう｡そのた
めソフトの開発者やサービス提供者の違法性までもが問われている｡しかし､は
っきりしているのは､違法行為を行なうユーザが違法である点である｡
問題は､ファイル共有技術の問題ではなく､抜術を使う側の問題である｡情報
ネットワークを前提とした社会は､形成され始めたばかりである｡デジタルデー
タの社会的地位が､以前とは異なってきているにせよ､我々の社会を取り巻く新
たな現象を過大に評価するのは､控えるべきであろう｡ P2Pによる違法ファイ
ルの送信を防止するためには､サービス提供者におけるフィルタリング機能の強
化による不正共有の防止や権利者側におけるコンテンツ-の電子透かしの導入等
物理的レベルで講じていくこと､また､利用者側に対する著作権教育が求められ
ることになると思われる｡その中で権利と利用の適切な調和点を模索する姿勢が
求めらjlていくべきであろうo
ネットワーク化されたコンピュータは､確かに非常に便利な｢道具｣である｡-,
しかし､重要なことは､その道具としての使い方にあるのだということを､本件
は強く示唆しているといえよう,J
日) 1999年に米国で開発されたNapstar社のクライアント･ソフトMusicShareが情夫
とされるo　これは､ファイル検索データベースの提供とユーザの接続管理のみを
Napstar社の中央サーバ部分が担い､データの交換をユーザ間の直接接続でするタイ
プ(ハイブリッド型)であった｡】検索もデータ交換もすべてネットワーク上で実施さ
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れるタイプ(ピュア型)は､ 2000年に米国で開発されたGnLItellaが最初のものとされ
るo
Napstar社のサービスは､ 5,000万人規模の利用者を1年で集めたが､同社は､レコ
ード会社から｢著作権侯害寄与および代位侵害者(contributory and vicarious
copyright infringer)｣としてかノフォルニア北部地区連邦地裁に提訴され､さらに仮
差止命令の発行を申し立てられた(〕この命令に関する控訴審は､連邦地裁の判断を基
本的に支持した(A & M Records, Inc. V. Napstar. Inc., 239 F.3d 1004 (9th Cir.
2001))ことから､本案の審理が行われる前にもかかわらず､同社は､暫定的にサー
ビスを停止した(硯在では､音楽の有料配信サービスとして別会社により運営されて
いる)o
なお､ Winnyの詳細については､開発者自らによる解説『Winnyの技術』 (金子勇､
アスキー､ 2005年)参照｡
(2)コンピュータソフトウェア著作権協会と日本レコード協会が実施したアンケート
調査によると､ダウンロードされたファイル名から判断する限り､ファイル交換の対
象となっている首楽ファイルの90%､映像ファイルでは86%が､著作権などの権利の
対象で､かつ権利者の許諾がないと推定されるようである(｢2005年フアイ)i,交換ソ
フト利用実態調査結果の概要｣ <http://www2.accsjp.or.jp/news/pdf/p2
psurvey2005.pdf> (2005年9月2日確認))0
(3) 2002年3月26日に京都簡裁において､ WinMXを使用して違法ファイルをアップ
ロードしていた者に対し､著作権法違反の非で罰金40万円の略式命令が下されている
(MYCOMPCWEBニュース｢ファイル交換ソフト使用による著作権侵害での逮捕者
に罰金命令｣ <http://pcweb.myconl.CO.jp/news/2002/03/26/16.html>､ ITmedia
news ｢WinMXで逮捕の2人に罰金命令｣ <http:///www,itmedia.co.jp/news/bursts/
0203/26/ll.html>｡ (2005年9月2日確認))0
(4)民事事件であるが､いわゆる｢ファイルローグ｣事件においては､ハイブリッド
型ファイル共有サービスの運営会社が著作権侵害主体たりうるかが問題とされた(莱
京高判平成17年3月31日(著作権侵害差止二等請求控訴事件) <http://Courtdomin02.
coLIrtS.gO.jp/chizai.nsf/ListviewOl/21EC 5 FE5470A57A749256FD900290A 5 F/
?OpenDocument>､同(著作隣接権侵害差止等請求控訴事件) <http://courtdomi1102.
courts.go.jp/chizai.nsf/ListviewOl/48E2AE72 184DF7B149256FD90036AE48/70penD
ocLlment>｡ (2005年9月2口確認))0
(5)　凋貨的にソフトを開発しただけでは違法性を問うことは難しいであろう｡報道に
よるとAは､著作権法違反報助の容疑で逮捕され､ 2004年9月l Hより公判が開始さ
れている　相木経済新聞2004年9月I H等)｡酎助が成立するためには､客観的封助
行為に加え､正犯を封助する意思､すなわち､正犯の実行行為および結果を認識する
とともに､自己の酎助行為が正犯の実行を容易にすることを認識することが必要であ
る｡したがって､ Aにどの程度違法性の認識があったかが争点となるのではないだろ
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うか｡
(6)公文俊平『文明の進化と情報化』 NTT出版(2001年) 139頁o
(7)田中辰雄｢ファイル交換は音楽CDの売上を減らしているか?｣ <11ttpノ/wwwsoc.
nii.ac.jp/jsicr/2005/2005tai-pdf/TanakaTatsuo.pdf> (2005年) 6頁o (2005年9月2
日確認)
